
4サステナブルな社 会へCSRの取り組みPlatform 4

タカラトミーグループのおもちゃづくりは企画・開発から、生産・製造、販売、アフターサービスまで
一連の事業活動を通じて実現されています。
その一つ一つのプロセスは、様々なニーズを抱えたお客様、それに応える従業員やパートナー、
そして社会・環境と関わりながら付加価値を生み出しています。
タカラトミーグループは、ステークホルダーと課題を共有し、
ともにその解決を目指すことが企業の持続的な成長にとって極めて重要であると認識し、
長期的な視点に立って取り組みを推進しています。
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タカラトミーグループのおもちゃづくりは企画・開発から、生産・製造、販売、アフターサービスまで
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タカラトミーグループは、ステークホルダーと課題を共有し、
ともにその解決を目指すことが企業の持続的な成長にとって極めて重要であると認識し、
長期的な視点に立って取り組みを推進しています。

株式会社タカラトミー  アニュアルレポート2019 35



会長メッセージ

代表取締役会長
兼CEO
CSR推進プロジェクトオーナー

タカラトミーは1924年（大正13年）に創業し、
今年創業95周年を迎えました。
私たちの行動の基本となるのは、95年間脈々と
受け継がれてきた創業者 富山栄市郎の玩具哲学
であり、その精神を表した創業理念、「われらの優
良な商品で世界の市場をにぎわせよう」「誠意と努
力は他を益し自己の幸福の基となる」です。
私たちはこれまで、4年という時間をかけて、生

業であるおもちゃづくりを通して、社会のさまざ
まな課題にどのように向き合っていくか、タカラト
ミーグループらしいCSRとはどんなものなのか、
議論を深めてまいりました。
そして改めて、「私たちは、生業である“おも

ちゃ”を通じて広く社会に貢献してまいります」を
私たちのCSR方針に定めました。一昨年には「持
続可能な開発目標（SDGs）」を軸に、来るべき創

業100周年を見据えながら、この先の私たちの姿
がどうあるべきかを考え、まとめました。そして昨
年は、あるべき姿に近づくために、私たちはこれか
ら何に取り組んでいくべきか、ステークホルダー
の皆さまとの対話を重ねながら、当社グループが
対処すべきCSRの重要課題について検討してま
いりました。
今回、CSR重要課題を特定し、タカラトミーグ

ループが中長期的にCSRを推進していく上での
枠組みである「タカラトミーグループCSRの骨子」
を完成させることができましたが、会社としての取
り組みは、ようやくスタートラインについたところ
であると思っています。
私たちは、次代を担う子どもたちの健やかな成
長の一助となる“おもちゃ”を生業とすることに何
よりも誇りを持っています。
“おもちゃ”は空腹を満たすものでも、寒さをしの
ぐものでもないかもしれません。しかし、“おもちゃ”
には子どもたちを笑顔にするチカラがあります。そ
して子どもたちの笑顔は、この先世の中を変える
強いチカラにつながっていくと信じています。
タカラトミーグループの“おもちゃ”は健全な子
ども文化の育成に寄与し、世の中をより豊かなも
のに変えていく、それこそが、当社グループのCSR
を考える上で一番重要なことであると考えます。
「世界の子どもたちが、もっと楽しく、もっと幸せ
になってくれること、それが私の一番の願いです」
と語った創業者の想いを胸に、私たちはこれから
先も“おもちゃ”を生業とすることに誇りと責務を
もって行動してまいります。
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STEP 3

世界中の
子どもたちと
友だちになる

CSRのあるべき姿“CSRのあるべき姿”から考えるステップ

タカラトミーグループのCSR

SDGsに貢献

2016年度
過去～現在のCSR

過去～現在のCSR
の取り組みを体系的
に整理しウェブサイ
トに開示

ISO26000を活用

2019年度～
現在～未来のCSR

CSR重要課題に沿っ
た実行計画と評価指
標（KPI）の策定

2017年度
未来のCSR

“タカラトミーグルー
プCSRの骨子”とあ
るべき姿“世界中の
子どもたちと友だち
になる”を策定
持続可能な開発目標
（SDGs）を活用

2018年度
現在～未来のCSR

8つのCSR重要課題
を特定

C SR方針

私たちは、生業である“おもちゃ”を通じて広く社会に貢献してまいります

タカラトミーグループの創業理念である「われらの優良な商品で世界の市場をにぎわせよう」
「誠意と努力は他を益し自己の幸福の基となる」は、時代を超えて脈々と受け継がれ、
この信条がCSR方針の土台となっています。

タカラトミーグループCSRの進捗
当社グループは、CSR方針のもと、グループ横断組織

のCSR推進プロジェクトを通じて、中長期的なCSRの取
り組みを推進しています。過去から現在までの活動を社
会的責任に関する国際規格ISO26000をもとに体系的
に整理し、CSR情報開示の拡充に取り組んだ後、2017
年度には、創業100周年、さらにはその先の社会を見据

えて、CSRのあるべき姿「世界中の子どもたちと友だち
になる」と、その実現のためのアプローチである“タカラト
ミーグループCSRの骨子”を国連の「持続可能な開発目
標（SDGs）」を参考に策定しました。
さらに、2018年度は、具体的な取り組みの道筋を立
てることを目指し、8つのCSR重要課題を特定しました。
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1 安心・安全・品質の確保

2 新たな製品・サービス・IPの
 創出

3 ユニバーサルデザインの推進

7 環境マネジメント

8 事業を通じた教育・文化への
 貢献

4 組織統治とステークホルダー
 との対話

5 働き方改革の推進

6 CSR調達

100年先も子どもたちが
“笑顔”で遊べる環境を守ります。

主題❸

社会・地球環境との共存

主題❶

ものづくりへのこだわり

「誰もが楽しめる」遊びを
広げます。

胸を張れる大人として
行動します。

主題❷

健全な経営の実行

環
境

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィへ
の
参画

コ
ミ
ュ
ニ
ティの

発展

公正な事業慣行

労
働
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行

人
権

消費者課題

社
会・地
球
環
境
との共存

健
全
な
経
営の実行

ものづ
くりへのこだわり

組織統治

CSR方針

創業理念

SDGsすべての目標達成に対して、
直接的・間接的に貢献

■  ISO26000　７つの中核主題と、タカラトミーグループ３つの主題の関連性

子ども座談会

C SR方針

“タカラトミーグループCSRの骨子”と８つのCSR重要課題

CSR重要課題の特定では、網羅的に課題を検討する
ため、約400項目※の社会課題を洗い出し、当社グルー
プ事業との関連性を評価・整理しました。その後、日本国
内と海外にあるタカラトミーグループ15社に対して各社
会課題に対応するための方針やマネジメント体制がある
か、CSRの取り組み状況を細かく調査しました。

CSR重要課題を絞り込むにあたって、ステークホル
ダーの皆さまのご意見を取り入れるために、お客様、従
業員、投資家へのアンケート、有識者インタビューのほ
か、当社の大切なステークホルダーである子どもたちと
従業員が対等な立場で議論する「子ども座談会」を開催
しました。
その後、ステークホルダーの関心度とタカラトミーグ

ループへの影響度について、CSR推進プロジェクトメン
バーで議論を重ね、最終的に当社グループが本業を通
して優先的に取り組むべきCSR重要課題として、①安
心・安全・品質の確保、②新たな製品・サービス・IPの創
出、③ユニバーサルデザインの推進、④組織統治とス
テークホルダーとの対話、⑤働き方改革の推進、⑥CSR
調達、⑦環境マネジメント、⑧事業を通じた教育・文化へ
の貢献の８つを特定しました。
今後は、これら８つのCSR重要課題に沿った具体的な
実行計画と、取り組みの進捗状況を評価するための指標
（KPI）の策定に取り組んでまいります。

CSR重要課題の特定プロセスについて、詳しくはCSRサイトにてご紹介しております。
www.takaratomy.co.jp/company/csr/feature/2018/materialityprocess.html

※ GRIスタンダード、ISO26000、SASB（米国サステナビリティ会計基
準審査会）、ESG評価機関（MSCI）の評価項目、持続可能な開発目標
（SDGs）、取引先からのガイダンスなど
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CSR方針

創業理念

SDGsすべての目標達成に対して、
直接的・間接的に貢献

タカラトミーグループCSRの骨子 （2019年6月更新）

グループ一体で推し進めるために
─CSRハンドブックの配布─

CSRの取り組みを進めていくには、従業員一人ひとり
の理解と行動が不可欠です。CSRの浸透を目的に、「タ
カラトミーグループ CSRハンドブック」を日本語、英語、
中国語、タイ語で制作し、国内外グループ全従業員に配
布し啓発を行いました。
ハンドブックでは、「事業そのものが今以上に社会に貢
献できるように変わっていかなければならない」という会
長メッセージのもと、従業員一人ひとりのCSRを紹介し、
当社グループ事業と社会とのつながりを見える化してい
ます。

８つのCSR重要課題の詳細について、CSRサイトにてご紹介しております。
www.takaratomy.co.jp/company/csr/materiality/
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３つの主題：ものづくりへのこだわり

文化や性差、障害の有無、ライフスタイルや価値観の違い。世界は多様性に満ちています。
私たちは、多様性に配慮したおもちゃ、安全で安心なおもちゃを提供し、
世界中の子どもたちが楽しむことができる遊びを広げることで、子どもたちの成長をお手伝いします。

安心・安全なおもちゃづくり

安全品質と化学物質管理

タカラトミーグループでは「安全で安心できる商品づくりを環境に配慮して行い、
世界中のお客様に魅力のある良質なおもちゃを提供すること」を品質の基本方針として掲げています。
おもちゃの高い品質と安全性を確保することを、企画・開発から生産・製造、販売、アフターサービスまでの
すべての過程において重視することで、競争力のあるおもちゃづくりにつなげています。

商品のグローバル展開に合わせ、STマークに代表さ
れるような玩具業界の安全基準より厳格な独自の安全
基準に照らした検査を実施するほか、「商品安全品質管
理規程」を策定し、企画から生産まで一連の流れを仕組
み化することで、安全の確保と問題の未然防止に取り組
んでいます。
また、重金属・フタル酸エステル類などの混入を防ぐた
め、外部検査機関と社内で検査を実施しています。特に
欧米へ出荷する製品に対し、規制される有害物質を削減・
排除するため、 「タカラトミー品質規程」の中に製造過程
における化学物質の管理方法について定め、商品の製造
に関わる協力会社・工場を対象に、部品や原材料に対して
アセスメント（CSA/Chemical Safety Assessment）
を行っています。万一、商品に混入した場合でも、当該商
品の市場への流出を防止できる体制を整え、商品の継続
的な安全品質の確保、管理の徹底に取り組んでいます。

おもちゃの安全配慮は新たな遊びの登場やテクノロ
ジーの進化とともに変化するため、「タカラトミー品質規
程」に定める基準や検査内容は、時代に応じたアップデー
トを重ね、2019年には「タカラトミー品質規程」第11版
となる改訂版を発行しました。さらに、楽しく安全に遊ん
でいただくために、商品パッケージや取扱説明書、自社
ウェブサイトで子どもの行動を予測した上での警告・注意
喚起表示をするなど、子ども目線での安全対策にも注力
しています。
また、国内外グループの全従業員を対象に年1回、安
全品質の大切さを考える「安全の日」を実施し、安全へ
の意識をグローバルで確認しています。加えて開発、品
質管理、営業、お客様相談室などのあらゆる部署と各グ
ループ会社から1人ずつ「安全リーダー」を任命し、1年
の任期中、安全なおもちゃづくりを推進するなど、安全品
質に対する全社の教育・啓発に努めています。

トミーベトナムの社内ラボ
安全品質や重金属、フタル酸エステル類などの
化学物質混入を防ぐため、社内検査を実施

「タカラトミー品質規程」第11版
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社内に掲示しているお客様からのお手紙

お客様相談室

クリスマスシーズンに、ウェブページや
ツイッターでご案内

アフターサービス

タカラトミーグループお客様相談室に寄せられるご相
談やお問い合せは年間30万件（2018年度）以上にのぼ
ります。その内容を正しく記録して分析し、有益で大切な
情報としてすべて社内にフィードバックをしています。な
かでも怪我や事故につながる可能性のあるヒヤリハット
事例はお客様相談室で詳しく検証した後、社内で共有し、
次のものづくりに活かしています。
また、お客様相談室へのご相談が増大するクリスマス
シーズンは、対応までの時間にお客様にお待ちいただくこ
とが多くなってしまいます。お問い合せを分散できるよう
に、クリスマス本番までに電池を使う商品は動作テストを
していただくことを推奨する取り組みを始めました。ウェ
ブページやツイッターで呼びかけたこの取り組みは、全国
のサンタ（お客）様や販売店様などからもよい取り組みだ
と反響をいただいています。
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小学館の図鑑 NEOGlobe

 © TOMY　 © 小学館

「チコちゃんに叱られる！」
チコっとボイスチェンジャー
「チコちゃんに叱られる！」©ＮＨＫ

３つの主題：ものづくりへのこだわり

おもちゃで広げる、心のバリアフリー

「世界中の子どもたちがもっと楽しく、幸せになってくれること」が願いだと語った創業者の意志を継ぎ、
障害の有無を超えて共におもちゃで楽しめる「共遊玩具」の創出・開発に取り組んでいます。

「共遊玩具」の取り組み

毎年100アイテムを超える「共遊玩具」を創出

より多くの人たちに楽しんでいただくために

タカラトミーグループでは1980年に障害者専用の玩
具の開発を開始し、その後、障害のある子どもたちも一緒
に遊べるユニバーサルデザインのおもちゃ「共遊玩具」と
して展開しました。現在その活動は、玩具業界全体の取
り組みへと広がっています。
「共遊玩具」は、視覚障害に対してはスイッチのON側に
凸印をつける、動きや状態を音でも知らせるなどの工夫を
し、聴覚障害に対しては音に加え、光、振動、文字、動き、
絵などの要素でも遊びを盛り上げる工夫がなされていま
す。また、子育てをする目や耳の不自由なお父さま・お母
さまたちにも扱いやすいおもちゃであるようにと考えてい
くことも「共遊玩具」の取り組みです。

当社グループは、業界を牽引する「共遊玩具」の提唱
メーカーとして、幅広い商品で「共遊玩具」の創出に取り
組み、毎年100アイテムを超える「共遊玩具」を創出して
います。一般の玩具売場で販売されるので、「共遊玩具」
であることを識別しやすいように、可能な限りそのパッ
ケージに、目の不自由な子どもたちも一緒に楽しめるおも

「いっしょにあそぼ。おもちゃカタログ」では、「共遊玩
具」に加え子どもたちだけでなくシニアの方など、様々な
人が一緒に楽しめる工夫をしたおもちゃをご紹介していま
す。カタログの中には「専門家から見たおすすめポイント」
も掲載し、楽しく遊べる工夫を詳しくご紹介しています。
また、図解やイラストを見ることが難しい方々に玩具の操
作の仕方を言葉のみで伝える「テキスト版取扱い説明書」
や、視覚障害のある方々を主な対象におもちゃの動きや
カタチ、楽しさを伝えることを目的とした「音のカタログ」
をウェブ上で公開するなど、より多くの方々に楽しんでい
ただける工夫を重ねています。
さらに、「共遊玩具」や障害への理解（心のバリアフリー）
促進に向けて、国際福祉機器展等のイベントへの参加、
大学等での講義活動や子どもたちへの出張授業にも取り
組んでいます。

ちゃには「盲導犬マーク」、耳の不自由な子どもたちも一
緒に楽しめるおもちゃには「うさぎマーク」を表示すること
になっています。これらのマークを取得するには、 （一社）
日本玩具協会の「共遊玩具推進部会」によるモニター審
査を受ける必要があります。
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「ブランド」の成長を支える知的財産戦略

タカラトミーグループでは、独創性に富んだものづくりを続け、新しい遊びの価値創造に取り組んできました。
「商品」から「ブランド」へと成長戦略を推し進める中で、
中核となる玩具事業を強化する施策の1つとして、“攻め”の知的財産戦略を実行しています。

複合的な知的財産権の取得

知的財産権侵害への対策

他者の知的財産権の尊重

当社グループは商品の企画・開発の成果や独自のブラ
ンドについて積極的に知的財産権を取得しており、出願
数は業界トップクラスです。1つのブランドや商品に対し
て知的財産権を複合的に取得し、保有することで、技術
や遊びも含めたブランド価値の確立とそのブランドの持
続的な成長につなげています。近年は、特許権の質の向
上と早期権利化、および欧米、アジア等の海外事業展開
に応じた諸外国での知的財産権の取得を積極的に推進
しています。保有する知的財産権については、情報を社
内に広く発信し、その活用と保護を推進することで、独創
性のある商品開発を支えています。

当社グループではブランドを保護するため模倣品の排
除にも力を入れています。模倣品の製造、販売や、SNS
への著作物の無断掲載など、ブランド価値を損ない、お
客様に模倣品被害をもたらす恐れがある行為に対して
は、知的財産権を行使し、適切な措置を講じています。具
体的には、海外ECサイトの定期的な監視による模倣品の
流通防止や、知的財産権侵害品の掲載に対してはサイト
運営者への速やかな削除申し立てを実施するほか、国内
ECサイト運営者とも緊密に連携して模倣品対策を推進し
ています。

当社グループは、他者の知的財産権を侵害することが
ないよう、商品開発の過程で、他者の特許権、商標権等
の知的財産権を徹底的に調査し、知的財産権の侵害を予
防しています。また、他者の知的財産権を尊重するため
に、従業員に対して、e-ラーニング等による教育を実施し
ています。

侵害の予防 他者の特許権、商標権等の
侵害有無の調査

知的財産権の
取得

商品公表前に、特許、
意匠、商標出願

ブランドの確立・成長

模倣品、権利侵害行為の
監視、対策の実施侵害への対策

● 質の高い権利の取得
● 早期権利化
● 欧米、アジアへの出願
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物流倉庫

３つの主題：社会・地球環境との共存

資源の枯渇や気候変動、環境問題など、社会は今、様々な課題に直面しています。
私たちは、子どもたちが笑顔でおもちゃを楽しむことができる持続可能な地域社会と地球環境を
次世代に残していくため、事業が及ぼす負の影響を最小化し、
地域の発展と環境の保全に貢献していきます。

気候変動にともなう大規模災害への対応

タカラトミーグループ「事業継続計画（BCP）」 タカラトミーマーケティングの取り組み

タカラトミーグループでは、大地震や台風・集中豪雨にともなう洪水被害、ウイルス性感染症の大流行などの
大規模災害を想定した「事業継続計画（BCP）」の整備に取り組んでいます。

当社グループは有事の際、安全の確保、人命救助を最
優先とし、従業員の安否を確認したうえで、会社施設の
保全、システムの早期回復を図り、速やかに事業を再開・
継続することでお客様からの信頼と従業員の雇用を維持
するなど、迅速・適切に対応できるよう管理体制を整えて
います。また、地域社会の協調・連携、復旧・復興支援な
ど、当社グループができる社会貢献に努めています。
情報システム面では、事業の継続性の向上のため、当
社グループの基幹システムは社外のクラウド環境、データ
センターを活用し国内外で運用しているシステムの全体
最適化を進めています。また、安否確認システムの導入
により、従業員や家族の安否状況を早急に確認できるよ
う体制を整えるとともに、防災訓練の実施、防災備蓄品
の配布など、有事の際に従業員一人ひとりが適切に行動
できるよう努めています。

大規模災害時のみならず平時から物流機能の継続性
をいかに確保するかは、事業の継続において重要な課
題です。商品の仕分けや梱包、入出庫業務、輸送、在庫
の保管などを行っている（株）タカラトミーマーケティング
では、機械による運搬や荷役作業を行うマテハンの機能
強化や修繕で出荷停止リスクを低減するとともに、物流
や営業、経営管理などのメンバーから成る社内横断プロ
ジェクトを発足し「事業継続計画（BCP）」のさらなる見直
しを進めました。2019年3月には、新たな「事業継続計画
（BCP）」や対応マニュアル、備蓄品などの確認を行う社
内研修を実施し、全従業員に啓発するなどさらなる取り
組みを進めています。

防災訓練

Platform4  CSRの取り組み44



（株）タカラトミーマーケティング全従業員が参加する
方針発表会でBCPを説明（（株）タカラトミーマーケティング小越社長）

キデイランド店内

キデイランドの取り組み

おもちゃ、ファンシー雑貨、キャラクターグッズ、書籍な
どの商品の販売を展開している（株）キデイランドでは、お
客様がわくわくするような遊び心満載の店頭演出を行っ
ています。（株）キデイランドは日本全国に拠点があり、店
舗スタッフも多いことから、大規模災害に加え交通機関の
マヒなどあらゆる状況を想定した「事業継続計画（BCP）」
を策定しています。従業員とお客様の安全確保や被害確
認の手順、情報伝達フローを明確にするなど、日頃から
従業員の啓発や訓練に努めています。
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３つの主題：社会・地球環境との共存

環境活動

子どもたちが笑顔で遊べる持続可能な社会のため、
環境に配慮したものづくりに取り組んでいます。

事業を通じた環境負荷低減の取り組み エコトイ活動

タカラトミーグループでは、事業活動における環境負
荷の低減に向けて、事業活動に伴って発生した排出物を、
法令を守って適切に処理することはもちろん、可能な限り
資源として活用されるよう努めています。例えば国内に
工場を所有する（株）トミーテックでは、プラスチック成形
時に排出される廃材を粉砕しリサイクルしています。
また、物流においては、段ボールや緩衝材の使用量削
減や、緩衝材への100％古紙利用や繰り返し使える折り
たたみコンテナの利用、異業種間共同輸送の実施などを
通じて、環境負荷の低減に努めています。

当社グループは、資源の有効活用と、環境に配慮した
おもちゃ「エコトイ」の開発に取り組んでいます。「エコト
イ」は、グループ横断組織「エコトイ委員会」が第三者機
関からの助言を得て定めた8つの環境配慮基準「エコトイ
基準」を1つ以上クリアした商品です。パッケージに「エコ
トイ」マークを表示してお客様に環境配慮の工夫を分かり
やすく伝えるとともに、おもちゃ市場におけるグリーン購
入の普及に努めています。

①（株）トミーテック（栃木） 
②TOMIXの車輪を作る機械
③車輪を切削する際に排出される金属くずをリサイクル
④プラスチック成型時に排出されるランナー

エコトイマーク

アニアフレンズ
商品パッケージはおうちとして遊べるので、
捨てるものを減らしています。

でっかく遊ぼう！ ＤＸトミカタワー
エレベーター遊びを手動にしたので、
電池を必要とせず繰り返し遊べます。

© TOMY

❶ ❷
❸ ❹
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新入社員と担当社員が講師となり出張授業を実施

エコかるた

地域活動

日本および世界各国で事業を展開しているタカラトミーグループは、
それぞれの拠点で地域活動に参加しています。

国内｜次世代教育支援活動 地域の活性化に向けた各種イベントへの参加

海外｜地域支援活動

当社グループでは、小・中・高校生を対象とした社会見
学の受け入れや、小学生向け出張授業、大学での講演な
ど、次世代教育支援の取り組みを行っています。なかで
も小学生向け出張授業プログラムでは、「エコトイ」と「共
遊玩具」を教材として活用しており、子どもたちの環境や
共生社会に対する意識や職業観を育む機会として、学校
現場からも高く評価されています。これらの体験に参加
した子どもたちは累計約66,000人にのぼります。（2019
年3月時点）

おもちゃ、ファンシーグッズ、キャラクターグッズ、書籍
の専門店を経営している（株）キデイランドは、各店舗が
地域商店会に加盟し、地域活動に参加しています。また
栃木県壬生町にある（株）トミーテックでは、おもちゃ団
地協同組合主催のごみゼロ運動に参加し、2018年には
地域の47社129名が参加し、2トントラック1台分を集め
ました。
（株）タカラトミーのある東京都葛飾区では、地場産業
である“おもちゃ”やものづくりをアピールする「おもちゃ
アイデアコンクール」に協力し、小学生のユニークな発
想で作られたおもちゃの中から「エコトイ賞」を設定し表
彰しています。

海外事業を担うトミーインターナショナルは、米国、欧
州で、地域に根ざした多様な活動を行っています。
英国では、おもちゃ会社で作るチャリティ団体を通じ

て障害のある子どもたちの支援を目的としたファンド
レイジングイベントに参加しています。米国では、が
ん患者やその家族を支援する活動や、おもちゃの寄
付などを通じて格差解消を目指す活動など、さまざま
な社会活動を行っています。またトミータイでは、日
本の工場文化を現地の大学生に伝える取り組みのほか、
従業員の子どもたちや地域の小学生を対象に、工場見
学も実施しています。
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コンプライアンスリーダー研修

３つの主題：健全な経営の実行

グローバル化と技術革新は事業環境に大きな変化をもたらしました。
企業の影響力の高まりにともない、誠実に事業を行う責任はより一層大きくなっています。
私たちは、子どもたちに対して、胸を張れる大人として行動し、楽しく働きやすい職場を
タカラトミーグループ全体でつくっていきます。

コンプライアンスの推進

タカラトミーグループビジネス行動指針 コンプライアンス教育の実施

タカラトミーグループは、常に創業理念を基に企業活動を行っています。
また、企業理念で掲げた各ステークホルダーに対する夢の実現のための約束を企業指針とし、
その約束をするために、一人ひとりが遵守すべき行動基準を定めています。
すべての役職員はこの行動基準に基づき、日々の業務に取り組んでいます。

当社グループでは、創業理念・企業理念・企業指針・行
動基準に基づき、より適切に行動できるよう「タカラトミー
グループビジネス行動指針」を制定しています。「タカラト
ミーグループビジネス行動指針」では、創業理念等の遵
守はもとより、《一番大切なお客様である子どもたちにあ
こがれられる存在であり続けるために「大人の醜いところ
を見せる」ような行動は絶対にしてはいけない》との基本
精神を伝えています。また、行動基準を遵守するために
必要な行動を具体的に定めて役員・従業員の理解を促す
とともに、当社グループでコンプライアンス違反が発生し
た、または発生しているのではと不安に思う場合にどう行
動すべきかを説明し、上司や担当部門への相談、タカラト
ミーグループホットラインの利用を促進しています。「タカ
ラトミーグループビジネス行動指針」を学び実行すること
で違反の発生を抑制し、役員・従業員の意識の向上により
「夢の実現」を目指しています。
「タカラトミーグループビジネス行動指針」は、全グルー
プ会社の役職員が正確に理解できるよう、８つの言語で
教材を作成し、オフラインおよびe-ラーニング等で研修
を実施しています。

当社グループでは、年に一度「コンプライアンスを考え
る日」を制定し、全役職員にむけた啓発活動を行っていま
す。国内グループの役職員は一堂に会し、コンプライア
ンスの重要性を確認するとともに、万が一問題が発生し
た場合には内容や原因、対策を共有することで再発防止
に取り組んでいます。当日出席できなかった役職員や海
外グループ会社には映像を配信し、グループ全体のコン
プライアンス意識向上を図っています。
加えて、コンプライアンス意識のさらなる強化、コンプ

ライアンス体制の確立等を目的として、コンプライアンス
リーダー制度を導入しています。コンプライアンスリー
ダーには、当社の事業部長や国内グループ会社の役員を
中心に役職上位者約40名を任命するとともに、日頃の企
業活動において適切な判断や行動ができるよう、弁護士
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コンプライアンス便り

「コンプライアンスを考える日」
楽しく学び、考えるためのコンプライアンス落語

等の外部専門家を招き、遵守すべき法令や知識等に関し
ての研修を実施しています。また、全役職員対象に行っ
た「コンプライアンス意識調査」の結果に基づき、各リー
ダーが職場の課題を認識し、率先して改善のPDCAサイ
クルをまわすことで、コンプライアンスを定着させる取り
組みを実施し、リーダーが各々の職場で実施した1年間
の改善活動は、「コンプライアンスを考える日」で報告し
ています。
さらに、一人ひとりがコンプライアンスに対し理解や共
感を持てるようさまざまな施策を実施しています。国内
グループ会社向けには、ポスターの社内掲示やメールマ
ガジンの配信などさまざまな啓発施策を実施しています。
月2回のメールマガジンでは世間の関心を集めたニュース
や身近な事例、ミニテスト等を配信しており、4コママンガ
やイラストを取り入れ直感的に理解できる内容にするな
どの工夫で着実な啓発につなげています。
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３つの主題：健全な経営の実行

働きやすい職場の実現

タカラトミーグループでは、「アイデア創出を促す職場活性策」と「経営戦略としてのワークライフバランス」の
2つの方針を掲げ、企業価値創造を担う人財の確保・育成に取り組んでいます。

ワークライフバランス 人財育成と技術・ノウハウの継承

ファミリーデーの開催

2014 年から時間に制約のある育児・介護を行う従業
員を対象に週1 回の「在宅勤務制度」を正式導入していま
す。また、従業員が安心して職場復帰できるよう、産休取
得前および育休復職時には、社内カウンセラーによる相
談を含む面談を実施するなど、充実したサポート体制を敷
いています。女性の活躍支援を目指したこうした取り組
みの結果、タカラトミーにおいては女性の育休取得率、復
帰率ともにほぼ100％となっています。

当社グループでは職務遂行能力と業務効率の向上、次
世代リーダーの発掘・育成を目指し、教育研修体系を整え
ています。入社年次や役職ごとの研修の他、異業種交流
や各種スキルアップ研修等の希望者対象の研修、TOEIC
受験や通信教育の補助などで従業員の能力開発を支援
しています。

加えて2018年度は、企画開発、技術開発、生産技術、
品質管理の若手従業員を対象に、玩具の構造検討や金
型に関する技術を中心とした『玩具技術講習会』を８か
月間にわたって実施しました。当社グループでは、このよ
うな暗黙知になりやすい技術やノウハウを次世代育成へ
伝えていく活動として講習会を実施するほか、用語集や
チェックリストの多言語化、生産拠点立ち上げ時のノウハ
ウなどを取りまとめた『タカラトミー玩具技術シンクタン
ク』（冊子）を作成し、社内で共有・活用しています。

教育研修例
● COBC（タカラトミーグループビジネス行動指針）

e-ラーニング研修
● コンプライアンス e-ラーニング研修
● 新入社員研修
● 新任役員／新任幹部職研修
● バリューチェーン研修
● マネジメント研修
● マーケティング研修
● ハラスメント研修
● リスク察知能力研修
● 知的財産セミナー

当社グループでは、年1回ファミリーデーを実施し、従
業員の子どもと家族を会社に招待し、職場見学や仕事見
学を行っています。家族に仕事、従業員の日常を知って
もらうことで、職場に対する理解を深めてもらいます。ま
た、従業員同士が互いの家庭状況を理解することで働き
やすく、家族を大切にする職場の雰囲気づくりを目指し
ています。

2018年度は子ども180名、大人146名、合計326名
（同伴の社員含む）が参加しました。

ファミリーデー
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お取引先様とともに

タカラトミーグループでは、お取引先様とともに、生産工場の適正な労働環境の維持、向上を目指しています。

お取引先様向けネットワーク説明会の実施タカラトミー　製造会社行動規範

タカラトミー COCチームと
トミー香港の取り組み

当社グループでは、法規制や「タカラトミー品質規程」
の改訂、安全品質向上のための事例共有や生産工場等
での課題を共有するなど、製造委託先様等お取引先様と
の連携強化に努めています。ネットワーク説明会は年に１
度、10年以上継続して開催しており、安全や品質に関わ
るプログラムのほか、本年からは新たな取り組みとして持
続可能な開発目標(SDGs)と当社グループのCSR方針
や重要課題についてご紹介しました。

当社グループは、安全で優良な品質の商品の提供は
もとより、その商品の製造過程における工場での人権の
擁護、環境への配慮、社会貢献に努めています。そのた
め、製造委託先様には環境や社会に関する項目が含まれ
る「タカラトミー　製造会社行動規範」の遵守を要請して
います。「タカラトミー　製造会社行動規範」はお取引の
際の契約書にも盛り込んでおります。

トミー香港では、行動規範に対して特に厳しい基準
のある取引先（ライセンサー）商品やアメリカ、ヨーロッ
パ向け商品の生産管理を行っており、タカラトミーCOC
（Code of Conduct：行動規範）プログラムに基づき、
工場での人権の擁護、従業員の健康と安全の確保、環境
の持続可能性などについてお取引先様とともに製造現場
の管理・運営が継続されるようサポートしています。実際
に監査を実施する場合、タカラトミーCOCプログラムに
基づき、キックオフミーティング、施設視察、従業員面談、
書類調査、終了ミーティングといったプロセスを経て監査
を実施しています。

ネットワーク説明会

「タカラトミー　製造会社行動規範」の詳細について、CSRサイトにて
ご紹介しております。
www.takaratomy.co.jp/company/csr/sound_
management/fair_operating_practices/partner.html
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タカラトミーグループは、和気あいあいとした雰囲気も
ありながら、しっかりと緊張感を持って、会社の成長に向け
て努力する風土があり、とても良い印象を抱いています。
玩具業界は、多くの新商品を市場に出しながらも、大ヒッ
トとなるかどうかの予測が難しく、その中で堅実に事業を
進めなければいけない難しいビジネスモデルです。当社
グループにおいては、予想が非常に難しい中でも、平時と
有事の両方に備えて準備をしており、そのリスクマネジメン
トには学ぶところが多くあります。大ヒットを狙った数多く
の新商品を創出しながらも、トミカ、プラレール、リカちゃん
などに代表される商品が世代を超えて人気を保てる工夫
も怠っておらず、その点は素晴らしいと感じています。

タカラトミーグループの取締役会では、多様性のあるメン
バーで構成されています。社外役員はそれぞれの専門性や
経験を活かしてさまざまな角度から発言をし、活発に議論さ
れています。あえて課題を申し上げるならば、全体の中で
議論に充てる時間の割合をより多くするとよいと思います。
例えば、説明・報告は事前資料を配付し読むことを前提とし
て議論に時間を振り分ける、優先度の高い議事から順に議
事を運営する、あるいは取締役会の時間そのものを今より
長くするなど、運営面での工夫の余地はあると思います。

私は取締役指名委員会、報酬委員会、リスク/コンプライ
アンス委員会の委員としてすべての会議に出席しています
が、加えて、月次業績報告会にも出席しています。コンプ
ライアンス部門はグループ会社への往査を行い、把握した
問題点をしっかりと経営層に報告し、非常によく機能してい
ると思います。今後は、報告からさらに踏み込んで意見や
提言を述べるとともに、その実施を支援し、グループ全体
での議論が活性化するような方向へ転換していければ、ガ
バナンスはさらに強化されると思います。また、タカラトミー
グループに限りませんが、経営とコンプライアンス、あるい
はリスクマネジメントがもっと連携することも大切です。

ダイバーシティへの貢献は一つの責任だと考えていま
す。タカラトミーグループの女性管理職比率は8.0％で、
「その他の製造業」の平均5.8％※を上回るものの、女性
社員比率と比較すると改善が必要です。そのため、女性
社員との交流を深め、キャリアアップの背中を押す役割
や、私なりの働き方をお示ししながら女性がより活躍しや
すい環境づくりに貢献できればと考えています。すでに、
社内で活躍する女性社員と昼食会などで交流を始めて
おり、優秀でかつ意欲的な女性社員が多いと実感してい
ます。こうした女性社員の積極登用に向けて、マネジメン
ト側の意識改革もリードしていきたいと思います。

品質の良いモノや消費者のニーズを満たしたモノが
売れる時代から、モノやサービス、CSRなどの取り組み
をセットでソリューションとして提供することが価値とし
て評価される時代になっています。イノベーションによっ
て社会課題を解決する方法は、商品だけでなくサプライ
チェーン上の事業活動上にもあります。課題解決ができ
る会社であるがゆえに成長できるという視点で企業のあ
り方を見ていくと、経済的価値と非経済的価値（社会価
値）は一体として理解できると考えます。タカラトミーは、
事業そのものが社会価値に直結している企業であり、そ
の持続的な成長を期待していますし、貢献するように頑
張りたいと思います。

社外取締役就任後1年が経ち、
会社の印象などをお聞かせください。

取締役会について、その実効性を
どのように評価されていますか。

諮問委員会のメンバーとして、
どのような評価をされていますか。

タカラトミー初となる女性取締役として、
どのように責任を果たしていかれたいですか。

今後、タカラトミーグループに期待することを
教えてください。

社外取締役   三村まり子

社外取締役インタビュー

３つの主題：健全な経営の実行

※ 出所：厚生労働省　女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律に基づく認定制度に係る「産業ごとの管理職 に占める女性労働者
の割合 の平均値」について（改訂版/2019年5月）
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コーポレート・ガバナンス

タカラトミー  コーポレート・ガバナンス  ３つの特徴

社外取締役　過半数以上
社外取締役全員が独立役員

「取締役指名委員会」および「報酬委員会」設置会社
取締役会の諮問機関として、社外取締役・社外監査役などで
構成される「取締役指名委員会」および「報酬委員会」を設置。

グループ会社管理・社外役員サポート体制
グループ管理の担当部署を置き、社内規程に基づき、各グ
ループ特性、状況に応じて必要な管理・指導を行っています。
また、同部署によって独自に作成されるグループ各社の主要
会議の議事録は社外役員全員に共有するなど、経営の監督と
業務遂行をサポートする体制を整えています。

取締役会における
社外取締役
1/2以上
取締役総数７名

社内取締役
3名

● 社外取締役全員
が独立役員

● 女性取締役１名

社外取締役
4名

57%43%

監査

選任/解任/監督

助言

助言

助言

業務執行部門、グループ会社

代表取締役

最高財務
責任者

事務局

取締役指名委員会

報酬委員会

リスク/コンプライアンス委員会

取締役会 ［取締役7名］

監査役会 ［監査役4名］

選任/解任選任/解任

方針指示
モニタリング
啓蒙活動

監査

報告

報告

助言

助言

助言

指示

監査

監査

報告

指示

選任/解任

常勤監査役
1名

常勤監査役
1名

社外監査役
3名

社外監査役
1名

社外監査役
1名

社内取締役
3名

社内取締役
2名

社内取締役
1名

社内取締役
1名

社外取締役
4名

社外取締役
4名

社外監査役
1名

社外取締役
4名

社外取締役
4名

株主総会

1

2

3

3

4

執行役員評価委員会

危機管理対策本部
（非常時）

アドバイザリー
コミッティ 5

フィナンシャル
アドバイザリー
コミッティ

5

常務会 6

執行役員 7

議長

議長

議長

会計監査人

安全品質統括部

連結総務人事室

内部統制・監査部

8

タカラトミーは、株主やお客様などのステークホルダーの信頼に応え、持続的な企業価値向上と透明性の高い健全な
経営を実現することを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、コーポレート・ガバナンスの充実と内部統制システムの
継続的改善に努めます。

基本的な考え方

1

2

3

株式会社タカラトミー  アニュアルレポート2019 53



３つの主題：健全な経営の実行

経営監視の仕組み

③ 取締役指名委員会、報酬委員会
取締役会の諮問機関として、社外取締役・社外監査役

などで構成される「取締役指名委員会」および「報酬委員
会」を設置して、各取締役の評価・選任および報酬額等の
内容に係る方針につき助言・提言を求めています。
なお、両委員会とも、独立役員５名、社内取締役１名で
構成されています。また、報酬委員会は社外取締役が議
長を務めております。

④ リスク/コンプライアンス委員会
コンプライアンス体制およびリスク管理体制の充実、
徹底を図るため、代表取締役を委員長とし、社外取締役・
監査役など（独立役員比率は1/2以上）で構成される「リ
スク/コンプライアンス委員会」を設置して、リスク/コン
プライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締
役会に報告する体制を採っています。さらに、代表取締
役の直轄組織である「内部統制・監査部」は、コンプライ
アンスの状況を監査し、随時、代表取締役および監査役

コーポレート・ガバナンスコードへの
対応状況について
タカラトミーはコーポレート・ガバナンスコードで求めら
れる各原則すべてについて実施しています。コーポレー
ト・ガバナンス報告書において開示を求められる11項目
への対応状況（概要）については当社公式サイトに掲示
しております報告書をご参照ください。

最新版：
 www.takaratomy.co.jp/company/pdf/gov_report.pdf

① 取締役会
当社の取締役会は7名（うち社外取締役４名,全員独立

役員）で構成され、グループ全体の基本方針・戦略の策
定、重要業務の執行に関する決定、業務執行の監督機関
として位置付け、毎月1回の定例取締役会および適宜臨
時取締役会を開催しています。また、監査役４名も取締
役会に出席し、必要に応じて助言を行っています。

② 監査役会
監査役は原則として月１回「監査役会」を開催し、取締
役の業務執行の監督および監査に必要な重要な事項の
協議・決定を行っています。監査役は、監査に必要となる
豊富な経験と高度な専門性を有し、4名のうち3名は社
外監査役です。監査役は、事業遂行や財務、内部監査、
リスク管理、コンプライアンスに関する状況を確認する

社外取締役
開催回数 １８回

出席回数（回） 出席率（％）

宮城 覚映 18 100

水戸 重之 15 83

三村 まり子 13※ 100※

社外監査役
開催回数 １3回

出席回数（回） 出席率（％）

梅田 常和 13 100

吉成 外史 13 100

渡邊 浩一郎 9※ 100※

※ 2018年6月27日開催の定時株主総会にて選任されたため、開催回
数が他の役員と異なります。

※ 2018年6月27日開催の定時株主総会にて選任されたため、開催回
数が他の役員と異なります。

ほか、会計監査人や内部統制担当部門等と監査上の重
要課題等について意見・情報交換し、互いに連携してグ
ループ内部統制状況を監視しています。また、定例重要
会議への出席または不定期の会議等において、経営の
状態、事業遂行の状況、財務の状況、内部監査の実施状
況、リスク管理およびコンプライアンスの状況等の報告
を受けています。

2018年度出席状況

2018年度出席状況
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社外取締役（社外監査役）サポート体制

社外取締役および社外監査役に対して、経営企画室

に報告しています。
なお、不測の事態が発生した場合には、速やかに「危
機管理対策本部」を設置し、迅速かつ適正な対応を行い、
損失・被害を最小限に留めるとともに、再発防止策を講じ
ます。製品の安全性に関しては、専担組織として「安全
品質統括部」を設け、安心できる優良な商品を提供する
プロセスの強化に取り組んでいます。

⑤ アドバイザリーコミッティ/
フィナンシャルアドバイザリーコミッティ
社外取締役・監査役などで構成される、代表取締役の
諮問機関としての「アドバイザリーコミッティ」および、最
高財務責任者の諮問機関としての「フィナンシャルアドバ
イザリーコミッティ」を設置して、当社およびグループの
業務執行の有効性、財務の信頼性等に関する幅広い助
言を求めています。

⑥ 常務会
グループの業務運営管理を円滑かつ効率的に行うた

め、「常務会」を設置して、原則月1回以上開催し、経営
の全般的執行に関する意思決定を機動的に行っていま
す。「常務会」の決定事項は、取締役会に必要に応じて報
告されています。

⑦ 執行役員制
当社では執行役員制度導入による権限委譲等により、
取締役会の方針・戦略・監督のもと、各グループおよび各
担当部門における業務執行の迅速化・効率化を図ってい
ます。

⑧ 執行役員評価委員会
代表取締役の諮問機関として、常勤取締役などで構
成されており、当社執行役員の評価等に関する幅広い助
言を求めています。

取締役会による経営陣幹部の選解任と
取締役・監査役候補の指名

取締役の資格および指名手続き
1) 当社の取締役は、社内外から優れた人格、見識、能力
および豊富な経験とともに、高い倫理観を有している
者を複数人選任します。

2)取締役の選任については、取締役会の諮問機関「取
締役指名委員会」において、各取締役の評価・選任の
内容に係る方針につき提言・助言します。

3) 当社のすべての取締役は、毎年、株主総会決議によ
る選任の対象とし、新任取締役の候補者は「取締役指
名委員会」における公正、透明な審査を経たうえで、
取締役会で決議され、株主総会に付議します。

4)当社の取締役は当社の事業のよき理解者であるため
に、当社の創業理念および企業理念について共感し
ていただける人を選任します。

5)取締役の職務執行に不正または重大な法令違反が
あった場合その他職務を適切に遂行することが困難
と認められる場合には、「取締役指名委員会」におい
て解任理由の説明を行い、これについての審議・助言
を受けたうえで、取締役会にて決議し、株主総会に付
議します。

監査役の資格および指名手続き
1) 監査役については、社内および社外から、監査に必要
となる豊富な経験と高度な専門性を有する者を複数
人選任します。

2) 監査役候補者の選任案に関しては、監査役会の同意
を得た後、取締役会で決議し、株主総会に付議します。

のスタッフが取締役会の開催に際しての案内や、議案の
概要に関する可能な範囲での事前説明、その他必要情
報の提供等を行っています。また、当社は監査役の職務
を専任で補助する従業員１名を置いています。加えて、グ
ループ管理の担当部署が独自に作成するグループ各社
の主要会議の議事録を社外役員全員に共有するなど、経
営の監督と業務遂行をサポートする体制を整えています。
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３つの主題：健全な経営の実行

2018年12月～
2019年1月 質問票の配布

2019年2月 質問票の回答を回収
リスク/コンプライアンス委員会にて討議

2019年4月 取締役会で報告

取締役会の実効性評価とプロセス

当社は年１回以上、取締役会の構成メンバーに実効性
に関する質問票を配布して自己評価を行っています。そ
の回答結果を基に取締役会の諮問機関であるリスク/コ
ンプライアンス委員会にて議論がなされ、さらにその後
の取締役会にてその評価結果および課題が共有され、取
締役会の実効性を高めるための改善につなげています。
また、当社は、取締役会の実効性について、取締役お
よび監査役それぞれが積極的に議論を行っており、経営
上の重要な事項の承認と業務執行の監督を適切に行う
ための体制が構築されていることを確認しました。さら

に、企業価値向上に資する中期経営計画の策定がなさ
れていること、情報開示を積極的に行い、内部統制シス
テムやリスク管理について体制整備がなされていると評
価しました。一方で、中期経営計画への取り組みについ
てモニタリング機能を強化することや、経営幹部の育成
計画案が課題として挙げられました。

社外取締役の選任理由

取締役の選任理由

役職 氏名 主な職業 選任理由

社外
取締役

宮城 覚映 当社社外取締役

金融機関等経営者としての豊富な知識・経験等を活かすことができると判断し、選任してお
ります。
独立役員の属性 として、東京証券取引所が定める独立性基準に照らし一般株主と利益相反
の生じるおそれがないと判断し、独立役員として届出をしております。

水戸 重之
ＴＭＩ総合法律事務所
パートナー弁護士

弁護士としての高い専門性や豊富な経験を活かすことができると判断し、選任しております。
独立役員の属性として、東京証券取引所が定める独立性基準に照らし一般株主と利益相反
の生じるおそれがないと判断し、独立役員として届出をしております。
当社と同事務所との間には法律業務を委託する取引関係があり、それに基づき報酬の支払い
を行っておりますが、その報酬額は過去3か年においていずれも1,000万円未満であり当該年
間支払額が同事務所の売上高に占める割合は、過去3か年においていずれも0.5％未満です。

三村 まり子
西村あさひ
法律事務所
オブカウンセル

弁護士および企業経営者としての豊富な知識と経験を有し、コーポレート・ガバナンスの一
層の強化に活かすことができると判断し、選任しております。
独立役員の属性として、東京証券取引所が定める独立性基準に照らし一般株主と利益相反
の生じるおそれがないと判断し、独立役員として届出をしております。
当社と同事務所との間には法律業務を委託する取引関係がありそれに基づき報酬の支払いを
行っておりますが、その報酬額は過去3か年においていずれも1,000万円未満であり当該年間
支払額が同事務所の売上高に占める割合は、過去3か年においていずれも0.5％未満です。

佐藤 文俊
一般社団法人
東京科学機器協会
監事

企業経営者および金融出身者としての豊富な知識と経験を有し、リスクマネジメント体制の
強化等に活かすことができると判断し、選任しております。
独立役員の属性として、東京証券取引所が定める独立性基準に照らし一般株主と利益相反
の生じるおそれがないと判断し、独立役員として届出をしております。

役職 氏名 主な職業 選任理由

取締役

富山 幹太郎 代表取締役会長
兼CEO

長年にわたる代表取締役としての豊富な経験に基づき、経営の重要事項の決定および業務
執行の監督に十分な役割を果たしております。タカラトミーグループの経営の推進と経営の
監督を遂行することができると判断し、選任しております。

小島 一洋 代表取締役社長
兼COO

国内投資ファンド経営者、当社経営者としての豊富な経験に基づき、企業価値向上のため連
結管理体制の整備、財務基盤の強化、人事戦略を推進してまいりました。その高い専門性と
経験を基に、当社グループの経営全般を牽引することができると判断し、選任しております。

鴻巣 　崇 取締役副社長
玩具事業、玩具周辺事業の業務執行経験が豊富であり、子会社社長経験と幅広い知識に基
づき、企業価値向上のための中核玩具事業の強化、玩具周辺事業の拡大を推進しておりま
す。その豊富な経験と知識を経営に生かすことができると判断し、選任しております。
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報酬

役員報酬の基本方針
業績や中長期的な企業価値の向上に連動した報酬と

し、株主と価値を共有できるものとしています。また、取
締役会の諮問機関として報酬委員会を設置し、役員報酬
の審議を行います。報酬委員会は、社外取締役を議長と
し、構成員は議長含め計6名になりますが、ガバナンス担
当の社内取締役1名を除き、他全員が独立役員である社
外取締役および社外監査役であり、役員報酬決定の客
観性と透明性を確保しています。

報酬の限度額
当社の役員の報酬等については、株主総会の決議に

より報酬等の限度額を設定しています。取締役に対する
報酬限度額は、2006年6月27日開催の定時株主総会に
より年額400百万円以内、その他ストック・オプション報
酬額として2015年6月24日の定時株主総会決議により
年額200百万円以内（社外取締役を除く）、監査役に対
する報酬限度額は2006年6月27日の定時株主総会決
議により年額70百万円以内と決議しています。

報酬構成とその水準
当社の役員報酬制度は、固定報酬と業績連動報酬に

より構成されています。さらに業績連動報酬は、短期業
績に基づき変動するインセンティブ報酬である現金賞
与、および中長期の業績に基づき変動するインセンティ
ブ報酬としての株式報酬（ストック・オプション、ただし社
外取締役を除く）で構成されています。また、役員報酬の
水準については、外部調査機関の役員報酬データによる
報酬水準・業績連動性の客観的な比較検証を行ったうえ
で、報酬委員会の審議を経て決定しています。

業績連動報酬の算定方法
業績連動報酬のうち、短期業績に基づくインセンティ

ブ報酬である現金賞与については、対象期間の連結損
益計算書における親会社株主に帰属する当期純利益を
報酬原資の指標としています。親会社株主に帰属する当
期純利益を報酬原資の指標としたのは、株主への利益還
元となる配当を意識することに適していると考えたことに
よります。連結経常利益は重要な連結経営指標として評
価指標としています。また、現金賞与総額は、達成状況
に応じて変動することとし、その算定方法は、連結親会
社株主に帰属する当期純利益に一定の料率を乗じ、さら
に連結経常利益の伸長率を乗じた額としています。
なお、当事業年度における現金賞与に係る評価指標
である連結経常利益の伸長率の目標を100％とし、実績
は115％となりました。
中長期業績に基づくインセンティブ報酬である株式報
酬につきまして、当社は、権利行使価格が1円となる株式
報酬型ストック・オプション制度に基づいて設計されてい
ます。なお、ストック・オプション現金相当額は、役位に応
じ予め決定されています。

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額
および対象となる役員の員数（2019年3月期）

役員区分 対象者数
（人）

報酬
総額 固定報酬 ストック・

オプション
業績連動
報酬

 取締役
（社外を除く） 4 225 120 10 94

 監査役
（社外を除く） 2 21 15 0 4

社外役員 7 64 50 ー 13

（百万円）

株主・投資家との対話

当社は、株主・投資家に対して当社グループに対する
理解を促進し、適正な評価に資するため、金融商品取引
法および東京証券取引所の定める「上場有価証券の発
行者の会社情報の適時開示等に関する規則」（以下「適時
開示規則」という）に沿って、情報開示を行っております。
当社は金融商品取引法および東京証券取引所の定める
適時開示規則に沿った情報その他重要な情報について、
東京証券取引所の提供するTDNet（適時開示情報開示
システム）に迅速に登録いたします。登録した情報は、情

役員報酬の決定手続き
当社の役員報酬の決定に際しては、客観性と透明性が
担保されるよう、報酬委員会において前述の基本方針に
沿って審議し、取締役会に答申しています。当事業年度
の役員報酬については、報酬委員会を2度開催し審議し、
取締役会に答申しました。また、業績連動報酬のうち、現
金賞与の総額については、答申された内容で、当社の定
時株主総会の議案として上程し承認を得ています。
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リスク管理

買収防衛策の継続

リスク/コンプライアンス委員会および内部統制・監査
部により、内部統制と一体化した全社的なリスク管理体
制を構築・整備しています。当社グループの経営成績お
よび財政状態等に影響を及ぼしうるリスクにつきまして
は、以下の当社公式サイトをご参照ください。

www.takaratomy.co.jp/ir/risk/index.html

当社は、2019年６月21日開催の当社第68回定時株
主総会において株主の皆様の承認を受け、当社株式の
大規模買付行為等への対応方針（以下「本対応方針」と
いいます）を継続いたしました。本対応方針は、有事の際
に新株予約権の無償割当て（以下「対抗措置」といいま
す）を行うことができる事前警告型ライツプランであり、
具体的内容は以下のとおりです。

本対応方針の概要
本対応方針の概要は以下に記載するとおりですが、
本対応方針の詳細については、当社公式サイト掲載の
2019年５月10日付けプレスリリース「当社株式の大規
模買付行為等への対応方針（買収防衛策）の継続に関す
るお知らせ」をご覧下さい。

① 当社が発行者である株券等が20％以上となる買付け
等（以下「大規模買付行為等」といいます）を行おうと
する者（以下「買付者」といいます）は、事前に当該大
規模買付行為等に関する情報を当社に対して提供し
ていただきます。

② 当社取締役会は、有事に際し、特別委員会を設置しま
す。特別委員会は、当社取締役会に対し、企図されて
いる大規模買付行為等の内容に対する意見や根拠資
料、これに対する代替案等を提出するよう求めること

があります。
③ 特別委員会は、買付者や当社取締役会から情報を受領
した後、当社取締役会からの付議を受けて、当社取締
役会が当該大規模買付行為等にかかる買付内容を検
討するに必要な情報のすべてが記載された書面による
提案を受領した時から起算して、最長90営業日以内（但
し、特別委員会が合理的に必要と認めた場合は特別委
員会の決議により30日を上限に延長可能）に、買付内
容の評価・検討を行い、買付者に対して対抗措置を発動
すべきか否かを判断し、当社取締役会に対し勧告を行
います（なお、特別委員会は、その勧告において対抗措
置の発動に関して当社株主総会の承認決議を経るべ
き旨の留保を付することができます）。特別委員会は、
必要と判断する場合には、独立した外部専門家等の助
言を得ることができます。また、当社取締役会は、買付
者との交渉、株主に対する情報開示等を行います。

④ 当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重し、
最終的に対抗措置を発動するか否かの決議を行うも
のとします。なお、当社取締役会は、特別委員会がそ
の勧告において対抗措置の発動に関して当社株主総
会の承認決議を経るべき旨の留保を付した場合、原
則として、実務上可能な限り速やかに当社株主総会を
招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議するもの
とします。この場合、当社取締役会は、当該株主総会
の決議に従い、対抗措置の発動・不発動に関する決議
を行うものとします。

⑤ 買付者が、本対応方針に定める手続を遵守しない場
合や当社の企業価値・株主共同の利益を明白に侵害
すると認められる場合で、かつ、対抗措置を発動する
ことが相当と認められる場合には、当社は、特別委員
会の判断を経た上、対抗措置の発動を決定することが
できます。

⑥ 対抗措置を発動する場合に株主の皆様に割り当てら
れる新株予約権には、買付者等一定の者（以下「非適
格者」といいます）による権利行使は認められない旨
の行使条件、および当社が非適格者以外の者から当
社株式と引換えに新株予約権を取得することができ
る旨の取得条項を付することができます。これにより、
非適格者以外の株主に対して当社株式が交付された
場合には、当該非適格者の有する当社株式の議決権
割合は希釈化されることとなります。

www.takaratomy.co.jp/release/pdf/i190510_03.pdf

報開示の「適時性」「公平性」の観点から、当社公式サイト
上でも迅速に公開いたします。さらに、株主の皆様には
株主通信を通じて、事業の概況や商品、CSRなどについ
てお知らせしています。

Platform4  CSRの取り組み58



データセクション
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マネジメント
取締役 （2019年6月21日現在）

鴻巣 崇
取締役副社長

富山 幹太郎
代表取締役会長
兼CEO 小島 一洋

代表取締役社長
兼COO
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佐藤 文俊
取締役（社外）

宮城 覚映
取締役（社外）

三村 まり子
取締役（社外）

水戸 重之
取締役（社外）
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マネジメント 略歴 （2019年6月21日現在）

取締役　

    松木 元
1980年  4月 当社入社
2012年  4月 株式会社タカラトミーアーツ管理本部長
2012年  6月 同社取締役管理本部長
2014年  6月 同社常務取締役管理本部長
2017年  4月 同社常務取締役管理部長
2018年  6月 当社常勤監査役（現任）

    梅田 常和
1974年  3月 公認会計士登録
1987年  9月 アーサーアンダーセンパートナー及び英和監査法人
   (現有限責任あずさ監査法人）代表社員
1995年  4月 公認会計士梅田会計事務所開設（現任）
1995年  6月 日本開閉器工業株式会社（現NKKスイッチズ株式会社）取締役副社長
1999年  1月 株式会社エイチ・アイ・エス社外監査役
2000年  6月 株式会社ハーバー研究所社外監査役
2000年  6月 当社社外監査役（現任）
2007年  6月 澤田ホールディングス株式会社社外監査役（現任）
2010年  6月 スズデン株式会社社外取締役
2015年  6月 株式会社ハーバー研究所社外取締役監査等委員（現任）
2016年  1月 株式会社エイチ・アイ・エス社外取締役監査等委員（現任）

監査役　

   水戸 重之
1989年  4月 第一東京弁護士会弁護士登録
1990年  10月 TMI総合法律事務所の創設に参画
1999年  4月 同事務所パートナー弁護士（現任）
2002年  6月 株式会社タカラ社外監査役
2002年  12月 株式会社ティー・ワイ・オー社外監査役
2006年  3月 当社社外監査役
2006年  4月 早稲田大学スポーツ科学研究科（大学院）講師（現任）
2006年  5月 株式会社ブロッコリー社外監査役（現任）
2006年  6月 吉本興業株式会社社外監査役
2010年  1月 株式会社湘南ベルマーレ取締役（現任）
2013年  12月 筑波大学ビジネス科学研究科（企業法学専攻）講師（現任）
2015年  6月 当社社外取締役（現任）
2016年  6月 吉本興業株式会社社外取締役（現任）
2016年  6月 日本コロムビア株式会社社外監査役
2018年  4月 武蔵野大学法学研究科客員教授（現任）
2018年  6月 株式会社フェイス社外取締役（現任）

   三村 まり子
1992年  4月 ブラウン・守屋・帆足・窪田法律事務所入所
1993年  9月 高石法律事務所入所
1995年  4月 西村真田法律事務所（現西村あさひ法律事務所）入所
2005年  1月 ジーイー横河メディカルシステム株式会社
   （現GEヘルスケア・ジャパン株式会社）入社
2006年  6月 同社執行役員
2010年  1月 ノバルティスホールディングジャパン株式会社取締役
2015年  7月 グラクソ・スミスクライン株式会社取締役
2018年  6月 当社社外取締役（現任）
2018年  8月 西村あさひ法律事務所入所、同事務所オブカウンセル（現任）

   佐藤文俊
1976年  4月 日本銀行入行
1998年  4月 同行青森支店長
2001年  5月 同行福岡支店長
2004年  4月 株式会社堀場製作所入社 常務執行役員
2005年  6月 同社常務取締役
2017年  3月 同社顧問
2018年  5月 一般社団法人東京科学機器協会監事（現任）
2019年  6月 当社社外取締役（現任）

   富山 幹太郎
1982年  7月 当社入社
1983年  5月 当社取締役
1985年  5月 当社取締役副社長
1986年  12月 当社代表取締役社長
2000年  6月 当社代表取締役社長最高経営責任者
2015年  6月 当社代表取締役会長
2017年  6月 当社代表取締役会長最高経営責任者（現任）

   小島 一洋
1983年  4月 三菱商事株式会社入社
2008年  4月 丸の内キャピタル株式会社執行役員
2009年  6月 当社社外取締役
2012年  4月 当社取締役常務執行役員連結戦略局副局長
2012年  6月 当社常務取締役連結戦略局副局長
2013年  4月 当社常務取締役連結管理本部副本部長
2013年  6月 当社取締役常務執行役員最高財務責任者
   兼連結管理本部長兼内部統制・監査部担当
2014年  10月 当社取締役常務執行役員最高財務責任者兼連結管理本部長
2017年  4月 当社取締役専務執行役員最高財務責任者兼連結管理本部長
2017年  6月 当社代表取締役副社長最高執行責任者兼最高財務責任者
2018年  1月 当社代表取締役社長最高執行責任者（現任）

   鴻巣 崇
1976年  4月 当社入社
1997年  10月 当社エンターテイメント事業本部事業部長
2012年  4月 株式会社タカラトミーアーツ代表取締役社長
2013年  4月 当社常務執行役員キャラクター事業本部長
2014年  4月 当社常務執行役員国内事業統括本部長
2014年  6月 当社取締役常務執行役員国内事業統括本部長兼ニュートイ事業部長
2014年  10月 当社取締役常務執行役員国内事業統括本部長
2015年  4月 当社取締役常務執行役員事業統括本部長
2017年  4月 当社取締役専務執行役員事業統括本部長
2017年  6月 当社専務取締役事業統括本部長
2018年  6月 当社取締役副社長事業本部管掌（現任）

   宮城 覚映
1997年  6月 株式会社さくら銀行（現株式会社三井住友銀行）取締役秘書室長
2001年  6月 株式会社三井住友銀行常務取締役
   兼常務執行役員東京第三法人営業本部長
2002年  6月 株式会社陽栄ホールディング代表取締役社長
   兼株式会社陽栄ハウジング（現株式会社陽栄）取締役副社長
2004年  6月 株式会社陽栄ホールディング代表取締役社長
   兼株式会社陽栄ハウジング（現株式会社陽栄）代表取締役社長
2008年  6月 三井鉱山株式会社（現日本コークス工業株式会社）社外監査役
2009年  6月 当社社外取締役（現任）

    吉成 外史
1988年  4月 東京弁護士会弁護士登録
1988年  4月 山本栄則法律事務所入所
1991年  4月 吉成・城内法律事務所（現あかつき総合法律事務所）開設（現任）
1992年  6月 当社社外監査役（現任）
2006年  12月 株式会社フーマイスターエレクトロニクス
   社外監査役（現任）
2017年  3月 株式会社バリューHR社外取締役監査等委員（現任）　
2018年  6月 アドソル日進株式会社社外監査役（現任）　

    渡邊 浩一郎
1978年  4月 アーサー・アンダーセン会計事務所入所
1989年  9月 センチュリー監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）入社
2003年  5月 同監査法人シニアパートナー
2011年  1月 同監査法人監査7部部長
2017年  6月 同監査法人退職
2017年  7月 渡邊浩一郎公認会計士事務所開設（現任）
2018年  6月 当社社外監査役（現任）
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監査役

松木 元
常勤監査役

梅田 常和
監査役（社外）
公認会計士

吉成 外史
監査役（社外）
弁護士

渡邊 浩一郎
監査役（社外）
公認会計士

（2019年6月21日現在）
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6年間の財務・非財務サマリー

売上高 

売上総利益 

販売費及び一般管理費

営業利益 

経常利益 

税金等調整前当期純利益
　（△純損失）

親会社株主に帰属する
　当期純利益（△純損失） 

EBITDA1

研究開発費

減価償却費・のれん償却費

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動による キャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

（期末）

総資産

純資産 

有利子負債

1株当たり情報 （円）

当期純利益（△純損失）

年間配当金 

純資産 

（百万円）

¥154,804

53,142

49,807

 3,335 

3,300

2,607 

232

11,526

2,498 

8,191 

12,429

 △1,015

 1,735

 

156,467

50,907

72,889

¥  2.47     

10.00 

526.49

¥149,938

52,704

50,237

 2,466 

2,014

206 

△1,817

11,194

2,598 

8,728 

6,827

 △2,428

 △10,022

159,638

49,650

75,337

 

¥ △19.91     

10.00 

567.91

¥163,067

57,339

54,641

 2,698 

1,459

△6,711

△6,703

11,692

3,144 

8,994 

8,675

 △3,974

 △6,014

145,652

37,824

71,776

 

¥ △78.74     

10.00 

432.87

2017年
3月期

2019年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2014年
3月期

¥167,661

63,736

55,992

7,744

7,823

7,127

5,372

16,275

3,225

8,531

24,896

△3,793

 △1,927

157,693

51,611

64,748

 

¥ 61.88     

10.00 

548.45

¥176,853

73,478

59,071

14,407

14,303

13,784

9,302

22,490

3,963

8,082

21,492

△4,038

△10,057

143,364

67,315

35,465

¥ 97.85

24.00

700.26

2018年
3月期

¥177,366

72,217

59,018

13,199

12,420

9,967

7,962

22,311

3,533

9,111

16,346

△3,692

 △24,670

139,456

56,322

42,793

 

¥ 84.74     

14.00 

591.00
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2017年
3月期

2019年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2014年
3月期

主要指標

売上高営業利益率（%）

海外売上高比率（%） 

自己資本利益率（ROE）（%）2

総資産経常利益率（ROA）（%）3

自己資本比率（%）4

配当性向（%）5

株式指標

期末株価（円）

株価収益率（PER）（倍）

発行済株式総数（千株）6 

会社データ

子会社数

従業員数（連結）

従業員数（単体）

従業員平均年齢（単体） 

 

2.2

41.3

0.5

2.1

31.7

404.4

478

193.3

94,130 

40

2,056

486

39.3

 

1.6

42.8

△3.7

1.3

30.2

–

714

–

84,856 

38

2,086

490

40.4

 

1.7

41.6

△15.7

1.0

25.5

–

822

–

85,814 

34

2,042

491

40.9

注:
1 EBITDA=営業利益+減価償却費・のれん償却費
2 自己資本利益率＝親会社株主に帰属する当期純利益÷期首期末平均自己資本×100*　*自己資本＝純資産－新株予約権－非支配株主持分
3 総資産経常利益率＝経常利益÷期首期末平均総資産×100
4 自己資本比率＝自己資本÷総資産×100
5 配当性向＝当該事業年度に基準日が属する普通株式に係る１株当たり個別配当金（合計）÷１株当たり当期純利益×100
6 自己株式を除く

 

4.6

36.8

12.2

5.2

32.4

16.2

1,113

18.0

93,103 

35

1,951

495

41.3

 

8.1

33.7

15.2

10.1

46.5

24.5

1,142

11.7

95,239 

33

2,665

509

41.5

2018年
3月期

 

7.4

36.5

14.9

8.4

40.0

16.5

1,092

12.9

94,343 

34

2,199

504

41.8
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JOHN DEERE*

B-29

スカイピンポン

AERO PLANE 
BREGUET

プラスチック汽車・レールセット
人生ゲーム

リカちゃん

ウォーターゲーム

黒ひげ危機一発

トミカ

商品の歴史

タカラトミーの前身となる
トミー（富山玩具製作所）創設
1924年創業者富山栄市郎がトミー （現
タカラトミー） の前身となる富山玩具製
作所を創設。数多くの飛行機玩具を製作
し、「飛行機の富山」の名声を確立した。そ
の後、玩具業界初となる流れ作業方式の
工場の設立や玩具研究部門の設置など、
次々と業界に先駆けた取り組みで事業の
拡大を図る。また、玩具製造業者の地位
向上に向けて尽力し、玩具業界の近代化
に大きく貢献した。

1924年 AERO PLANE BREGUET
1930年 LOOPING PLANE
1935年 AIR MAN
1937年 TANK
1946年 JOHN DEERE

1920
輸出ブームの下、
いち早く海外進出を果たす
トミーは、生産高の半分を輸出が占める
状況下、いち早くニューヨーク、ヨーロッ
パに駐在員事務所を開設し直接進出を
目指した。国内についても相次いで製造
拠点を設置し、業界に例を見ない開発セ
ンターを開設するなど、ものづくりに対し
て妥協を許さない体制を構築した。
　タカラはビニール加工技術を活かした
ヒット商品が事業拡大の原動力となり、
総合玩具メーカーへと発展していった。

1960年 ダッコちゃん
1964年 おはなしミコちゃん
1967年 リカちゃん
1968年 人生ゲーム
　　　　 マジックスカイレール
1969年 ロボット大回転

1960

第一創業1924～1st
TOMY’S FOCUS

INDUSTRY TREND
職人魂/戦中・戦後
金属・動力 第二創業1954～2nd

1951年 B-29
1953年 スピードレーサーNo.3
1957年 シャボン玉を吹く象
1959年 ピギーコック
 スカイピンポン
 プラスチック汽車・レールセット

1950
金属から
プラスチックの時代へ
フリクション玩具「B-29」は国内外で大
ヒットし、大型玩具輸出の先鞭をつけた。
1953年には株式会社として近代企業へ
の道を歩きはじめ、1959年、創業時から
の悲願であった販売会社も設立した。こ
のころ、玩具業界にも素材・技術革新の波
が押し寄せ、金属からプラスチックへ、フ
リクション玩具から電動玩具へと大きな
転換期を迎える。
　1955年、タカラの前身である佐藤ビ
ニール工業所設立。

商品の歴史
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ZOIDS

こえだちゃん

TOMIX
JR東日本商品化許諾済

*写真は発売当時のものではございません。

チョロQ

ミュージカン

ポケットモンスターシリーズ

ガチャ*

ベイブレード

LAMAZE*

せんせい

トランスフォーマー

フラワーロック

1970年  トミカ
  GIジョー
1972年 変身サイボーグ
1974年 ミクロマン
1975年 黒ひげ危機一発
 ポケットメイト
 メロディポッポ
 鋼鉄ジーグ
1976年 ウォーターゲーム
 あみっこ
 ボーンフリー
  TOMIX
1977年 せんせい
 こえだちゃん
1978年 ブラックレーサー

トミーは、委託生産の香港に続き、シンガ
ポールに初の自社工場を開設。海外での
生産にもいち早く着手した。創業50周年
を迎えた1974年、二代目富山允就が社
長に就任。
　トミー、タカラともに、現在まで続くロ
ングセラー商品を数多く世の中に送り出
した。

海外拠点での生産に着手

1970

1980年 チョロQ
 ダイアクロン
1981年 パックマン
 UNO
1982年 和製「バービー」（のちの「ジェニー」）
 TVゲーム機能付パソコン「ぴゅう太」
 織機「おりひめ」 / 編機「あむあむ」
 メカボニカ
1983年 ZOIDS
1984年 トランスフォーマー
 オムニボット
1986年 ジェニー
 ふわふわわたあめ
1987年 手のひらピピ
 のらくろロック
1988年 フラワーロック
 魔神英雄伝ワタルのキャラクター商品発売
 ガチャ
 ジェンガ
1989年 拳闘士
 ｢少年アシベ」のキャラクター
 　｢ゴマちゃんのぬいぐるみ」
 モノポリー

改革の続行と販路拡大

トミーは、1980年にハンディキャップトイ
研究室を設置。共遊玩具への取り組みを
業界に普及させていった。1985年のプラ
ザ合意により急速に経営危機に陥り、国
内生産工場の閉鎖など抜本的な改革を
実行。翌年、経営体制の刷新により三代
目富山幹太郎が社長に就任。
　タカラは、1984年の店頭公開、1986
年の東証二部上場と順調に成長を続け、
1988年には玩具本業経営から複合多角
経営へと転換を図り、幅広い層に向けた
商品展開を行っていった。

1980
プロダクトアウトから
マーケットインへ
トミーは新体制で再生への足固めを行
い、玩具・雑貨・マルチメディアの3本柱に
注力する「事業の多角化戦略」を発表。
キャラクタービジネスへの挑戦や米国ハ
スブロ社との業務提携など、次々と新た
な施策を展開。1997年には店頭公開、
1999年には東証二部上場を果たした。
　タカラは1980年代後半から続く、生活
を豊かにするハーティーシリーズの拡大
やTVキャラクター商品のヒットなど、積極
的な商品展開で1991年には東証一部上
場を果たした。

1990年 ミュージカン
 子ども向け本格ワープロ「Dear」
 ちびまるこちゃんの
 　キャラクター商品発売
1991年 愛鳥倶楽部
1992年 プラレール「きかんしゃトーマス」
 スーパーファミコンソフト「餓狼伝説」
1993年 ビーダマン
 ピンキッシュ
1994年 わたしはまんが家スララ
1995年 闘神伝
 LAMAZE
1996年 シールメーカーセラ
 おやすみホームシアター
1997年 ポケットモンスターシリーズ
 ビーストウォーズ
1998年 ポラロイドポケット  シャオ
1999年 ファービー
 ベイブレード
 ツイスター

1990

3rd
TOMY’S FOCUS

INDUSTRY TREND
大量開発・生産/経済成長
素材革命
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アニア
THE FIRST YEARS

のほほん族
人生銀行

デュエル・マスターズ

Omnibot17μ i-SOBOT（アイソボット）

バトロボーグ 20

ミミクリーペット

玩具業界の新たな幕開け

2000年トミーは東証一部上場を果たした。さらなる成長に向け
て、開発子会社の設立やぬいぐるみの企画販売会社、新技術活
用のための新会社など、グループとして進化を目指す。
　タカラは2000年、拡玩具路線を提唱し、玩具の枠を超えた商
品展開を積極的に進め、その企画・マーケティング力を活かし、
次々と話題商品を提供。2006年、タカラとトミーは互いの強み
を最大限に発揮すべく世界一の玩具メーカーを目指して合併し、
「タカラトミー」が誕生した。

2000

2000年  e-kara
 新生だっこちゃん
 なんちゃってホン
 アクアロイド
2001年 ビットチャーG
 スイートバンビーニ
  DREAM FORCE 01
2002年 バウリンガル
 のほほん族
 デュエル・マスターズ
 マイクロペット
  Qi（キューノ）
 チョコQ
2003年 ミャウリンガル
2004年 エアロアールシー
 夢見工房
 THE FIRST YEARS

2005年 ユメル
  ＴＶゲームソフト
   　「NARUTO－ナルト－」
 ウォーキービッツ
2006年 人生銀行
 エアロソアラ
 赤ちゃんけろっとスイッチ
2007年 Omnibot17μ   
 　i-SOBOT （アイソボット）
 いえそば
 エアギター
 ポケモンバトリオ
2008年 トミカヒーロー
 メタルファイト ベイブレード
2009年 生キャラメルポッド
 クロックマン

明日のヒット商品に向かって

2010年より、海外展開を加速。欧州、北米において海外版
TOMICAを投入、「メタルファイト ベイブレード」は、TVアニメの放
送とともに全世界での展開も開始し、夏には韓国において国際大
会が実施されるほどの盛り上がりを見せた。そして2011年には米
国玩具メーカーRC 2（現TOMY International） を買収し、グロー
バル展開へのプラットフォームを確立。真のグローバルトイカンパ
ニーを目指して、タカラトミーグループ一丸となって動き出した。

2010

2010年 プリティーリズム
 フルキャラアイス
 ポテチの手
2011年 バトロボーグ 20
 ミミクリーペット
2012年 ポケモントレッタ
2013年 アニア

第三創業1984～3rd
TOMY’S FOCUS

INDUSTRY TREND
マーケティング/マスメディア成長
大衆情報革命
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ゾイドワイルド

L.O.L. サプライズ！

すみっコあつめ

ベイブレードバースト

OHaNAS

うまれて！ ウーモ

ドライブヘッド

ミラクルちゅーんず！

プリントス

リカビジューシリーズ

プリパラ

リニアライナー
JR東海承認済

シンカリオン

ポケモンガオーレ

© T-ARTS / syn Sophia / テレビ東京 / PP製作委員会　© 2016 Pokémon. © 1995-2016 Nintendo/Creatures 
Inc. /GAME FREAK inc. Developed by T-ARTS and MARV　©Nintendo・Creatures・GAME FREAK・TV Tokyo・
ShoPro・JR Kikaku ©Pokémon　TM & © Wizards of the Coast/Shogakukan/Mitsui-Kids　© T-ARTS　© プ
ロジェクト シンカリオン ＪＲ東日本商品化許諾済　©1968,2019 Hasbro. All Rights Reserved.　© TOMY　© Hu/
T・BP・TX　©Hiro Morita, BBB Project, TV TOKYO　© TOMY　John Deere’s products under license with 
Deere & Company.　Lamaze® is a registered trademark of Lamaze International, Inc.　© TOMY／ドライブ
ヘッド・TBS　© TOMY・OLM／ミラクルちゅーんず！製作委員会・テレビ東京　© TOMY　©2019  San-X Co., Ltd. All 
Rights Reserved. 　©MGA　© TOMY　© TOMY ／ＺＷ製作委員会・ＭＢＳ

2014年 プリパラ
 WIXOSS
2015年 ベイブレードバースト
 シンカリオン
 OHaNAS（オハナス）
 リニアライナー
 LiccA Stylish Doll collections
2016年 リカビジューシリーズ
 ポケモンガオーレ
 うまれて！ウーモ
2017年 ドライブヘッド
 ミラクルちゅーんず!
 プリントス
2018年 ゾイドワイルド
 L.O.L.サプライズ!
 すみっコあつめ

2014

第四創業2014～

WE WILL CREATE NEW VALUE FROM PLAY. 

4th
TOMY’S FOCUS

INDUSTRY TREND
Newテクノロジー/アナログ玩具+デジタル要素
パーソナル革命
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発行可能株式総数: 384,000,000
発行済株式の総数: 96,290,850
単元株式数:  100
株主数:  111,561

国内 株式会社タカラトミーアーツ
 株式会社トミーテック
 株式会社タカラトミーマーケティング
 株式会社キデイランド
 株式会社ペニイ
 株式会社タカラトミーフィールドテック
 株式会社タカラトミーアイビス

海外 TOMY International, Inc.
 TOMY Asia Limited.
 TOMY SOUTHEAST ASIA PTE. LTD.
 TOMY (Shanghai) Ltd.
 T-ARTS Korea Co., Ltd.
 TOMY (Hong Kong) Ltd.
 TOMY (Shenzhen) Ltd.
 TOMY (Thailand) Ltd.
 TOMY (Vietnam) Co., Ltd.

7,565,312
4,674,000
4,190,500
2,707,855 

2,032,400

1,642,100 
 1,627,200
1,539,400
1,444,961 
1,347,600

7.94
4.91
4.40
2.84

2.13

1.72
1.71
1.62
1.52
1.41

司不動産株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
富山幹太郎
J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 385576
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）
GOVERNMENT OF NORWAY（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支店）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）
JP MORGAN CHASE BANK 385151（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
MSCO CUSTOMER SECURITIES（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

株主名

個人・その他
外国法人等
金融機関
その他法人
自己株式

39.56%

10.16%

1.09%

27.33%

21.86%

持株数（株） 持株比率（%）

大株主

所有者別株式数比率

注 :当社は、自己株式を1,051,473株 保有していますが、上記大株主からは除外しています。なお、持株比率は自己株式を控除して計算しています。

株主情報 （2019年3月31日現在）

会社情報

商号 株式会社タカラトミー

本社所在地 〒124-8511 東京都葛飾区立石7-9-10

設立 1953（昭和28）年1月17日

資本金 34億5,953万円

主な事業内容 玩具・雑貨・カードゲーム・乳幼児関連
 商品等の企画、製造及び販売

従業員数 2,665人（連結）　509人（単体）
 （2019年3月31日現在）

子会社数 33社

主要グループ会社

データセクション70



当社のアニュアルレポートは、米国における2大アニュアルレポートコンペティションである
「LACP Vision Awards」と「International ARC Awards」において、数々の賞を受賞し、内
容面、表現面ともに海外において高い評価を得ています。今後もステークホルダーとの対話をあ
らゆる企業活動の基盤と位置づけるとともに、株主や投資家の皆様に向けて、企業情報をわかり
やすくお伝えできるように努めてまいります。

International ARC Awards
サマリー・アニュアルレポート
レビュー部門／玩具セクター銀賞受賞

International ARC Awards
サマリー・アニュアルレポート
レビュー部門／玩具セクター銅賞受賞

International ARC Awards
サマリー・アニュアルレビュー部門
大賞（1位）受賞
同部門／玩具セクター金賞（1位）受賞

International ARC Awards
サマリー・アニュアルレビュー部門／
玩具セクター金賞（1位）受賞

LACP「2016/17 Vision Awards」
世界トップ 100社ランキング83位
コンシューマー部門 金賞

LACP「2017/18 Vision Awards」
世界トップ100社ランキング18位
アニュアルレポート部門　プラチナ賞
サマリーレポート部門　金賞

LACP「2015/16 Vision Awards」
世界トップ 50社ランキング7位
コンシューマー部門 プラチナ賞（1位）

LACP「2014/15 Vision Awards」
世界トップ 50社ランキング5位
コンシューマー部門 プラチナ賞（1位）

LACP「2013/14 Vision Awards」
世界トップ 50社ランキング6位
コンシューマー部門 プラチナ賞（1位）

2014

2015

2016

2017

2018



On the Right Track

Annual Report 2019
株式会社タカラトミー アニュアルレポート

（2019年3月期）

成長
軌道
へ

株式会社タカラトミー

www.takaratomy.co.jp
〒124-8511 東京都　飾区立石7-9-10




